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2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

⼀般廃棄物処理施設の整備

施設整備の例

交付⾦、間接補助事業（補助率１／３（⼀部１／２）、定額）

市町村等が⾏う⼀般廃棄物処理施設の整備には⼀時的に莫⼤な費⽤を
要するため、交付⾦、補助⾦による⽀援が不可⽋である。また、災害廃
棄物処理の中核を担い地域のエネルギーセンターとして災害対応拠点と
なる⼀般廃棄物処理施設の強靱化を図る必要がある。
具体的には、以下の施設整備事業の⼀部を⽀援する。

・エネルギー回収型廃棄物処理施設（焼却施設、メタンガス化施設等）
・最終処分場
・マテリアルリサイクル推進施設
・有機性廃棄物リサイクル推進施設
・上記に係る調査・計画⽀援事業 等

① 市町村等が廃棄物の３R（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、市町村の自主性と創意工
夫を活かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサイクル施設の整備を⽀援する。

② 平成当初以降にダイオキシン類対策のために整備した廃棄物処理施設の⽼朽化による、ごみ処理能⼒の不⾜や事故
リスク増⼤といった事態を回避し、生活環境保全・公衆衛生向上を確保し、地域の安全・安心に寄与する。

③ 災害時のための廃棄物処理施設の強靱化及び地球温暖化対策の強化を推進する。

⼀般廃棄物処理施設の整備を⽀援します。

【令和４年度予算（案） 49,442百万円（54,128百万円）】
【令和３年度補正予算額 47,600百万円】

市町村等

平成１７年度〜

環境省 環境再⽣・資源循環局 廃棄物適正処理推進課 電話︓03-5521-8337

■交付対象

⽼朽化及び対策不⾜のた
め、災害時の事故リスクが
懸念されている施設の整備

「盛⼟」を⾏い施設全
体を周辺地盤より嵩上
げすることで施設への
浸水被害を回避
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公園

災害時
送 電

ごみ処理施設
市役所

廃棄物発電電⼒を災害時の非常用電源として有効活⽤
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例 EV収集⾞による収
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充電設備


